
■災害情報伝達システム 屋外拡声子局設備 位置図 

 

1 梅林  

6 仲畑中央公園 

2 畑詰 

44 山田 1号公園  

7 御陵中学校 

42 桑の浦公園 

45 月見ヶ丘公園 2 

9 蓮町公園 

49 乙金区画整理 

10 乙金公民館 

5 大野城市総合体育館 

48 乙金多目的広場 

14 大城小学校 

16 汐井川池 

18 大野北小学校 

19 雑餉隈町公民館 

8 中公民館 

12 北コミュニティ 

11 大野東小学校 

20 上筒井公民館 

3 彦田  

15 木町公園 

13 乙金台公民館 

17 下大利小学校 

21 大野小学校 

22 大野中学校 

23 東大利公民館 

24 大利中学校 

25 下大利団地公民館 

26 新池  

27 上大利公民館 

28 三兼池公園 

43 日の浦池公園 

29 旭ヶ丘公園 

30 南ヶ丘 1 区公民館  

31 平田 3 号公園（現：緑ヶ丘児童公園） 

32 大野南小学校 

33 平野小学校 

34 月の浦近隣公園 

35 牛頸公民館 

39 月の浦西公園 

40 月の浦小学校 

46 月の浦配水池 

41 平野台公民館 

4 平野台 47 牛頸浄水場 

37 つつじヶ丘近隣公園 

36 平野中学校 

38 長者原公園 

51 乙金東公民館 

53 おおぎ市営住宅 

52 下大利公民館 

57 水城駅前 

58 日の浦公園 

54 若草公民館 

59 塚原公園 

凡 例 

：災害情報伝達システム屋外拡声子局  
※平田３号公園（現 :緑ヶ丘児童公園）は、

簡易中継設備も併設  

56 通り谷公園 

50 平野台さくら公園 

55 仲島公民館 

60 栄町公民館 
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災害時応援協定締結一覧

災害時における福岡県内市町村間の相互
応援に関する基本協定(3)

県内全市町村 平成17年4月26日

・食料、飲料水及び生活必需物資並びにその供給に
必要な資機材の提供
・被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必
要な資機材及び物資の提供
・救援及び救助活動に必要な車両、舟艇等の提供
・救助及び応急復旧に必要な医療職、技術職、技能職
等の職員の派遣
・被災者の一時収容のための施設の提供
・被災傷病者の受入れ
・遺体の火葬のための施設の提供
・ゴミ・し尿等の処理のための施設の提供
・ボランティアの受付及び活動調整

危機管理課
（本部班）

岩手県奥州市及び福岡県大野城市災害
時相互応援協定(28)

岩手県奥州市 平成29年3月23日
・応援職員の派遣
・生活物資や資機材等の提供

危機管理課
（本部班）

兵庫県芦屋市・福岡県大野城市災害時相
互応援協定(33)

兵庫県芦屋市 平成29年11月14日
・応援職員の派遣
・生活必需物資や資機材等の提供

危機管理課
（本部班）

福岡県大野城市・熊本県菊池市災害時相
互応援協定(35)

熊本県菊池市 平成30年8月16日
・応援職員の派遣
・生活必需物資や資機材等の提供

危機管理課
（本部班）

大野城市地域防災計画に基づく災害時の
医療救護活動に関する協定(36)

一般社団法人 筑紫医師会 平成31年1月25日 ・医療救護チームの派遣
健康課

（医療救護班）

大野城市地域防災計画に基づく災害時の
医療救護活動に関する協定(39)

一般社団法人 筑紫薬剤師会 令和2年7月2日

・救護所等における傷病者等に対する調剤、服薬指導
・救護所等における医薬品の管理
・医薬品等に関する相談業務
・医薬品の確保への協力
・避難所における公衆衛生管理・検査・助言
・医療チームへの同行

健康課
（医療救護班）

大野城市地域防災計画に基づく災害時の
歯科医療救護活動に関する協定(39)

一般社団法人 筑紫歯科医師会 令和5年2月7日

・傷病者等への応急医療処置及び口腔ケア
・傷病者等の後方支援医療機関への転送の要否及び
転送順位の決定及び転送支援
・転送困難な傷病者及び軽易な傷病者等に対する歯
科治療
・被災住民等に対する歯科保健指導
・遺体の身元確認作業に関する協力
・甲が開設する救護所等への巡回歯科医療、口腔ケ
ア、歯科保健指導等

健康課
（医療救護班）

災害時における物資の供給に関する協定
(17)

筑紫農業協同組合 平成26年10月20日 ・食料品、日用品等の物資の提供及び運搬
財政課

（財政調達班）

災害時における支援協力に関する協定
(24)

イオン九州㈱ 平成28年8月18日 ・食料品、日用品等の物資の提供及び運搬
財政課

（財政調達班）

㈱リョーユーパン 平成28年12月5日
財政課

（財政調達班）

㈱ヤマキフーズ 平成28年12月5日
財政課

（財政調達班）

災害時における食品及びアレルギー対応
等特殊食品の供給に関する協定(40)

株式会社クロワッサン 令和3年3月29日
・食品及びアレルギー対応等特殊食品の提供及び運
搬

財政課
（財政調達班）

災害時における支援協力に関する協定
(45)

株式会社マルキョウ 令和5年9月4日 ・食料品、日用品等の物資の提供及び運搬
財政課

（財政調達班）

災害時における地図製品等の供給等に関
する協定(16)

㈱ゼンリン 平成26年10月7日
・備蓄用地図の提供
・複製利用許諾の提供
・ＷＥＢ住宅地図の提供

危機管理課
（本部班）

災害時における物資の調達及び供給に関
する協定(37)

株式会社グッデイ 令和元年6月21日 ・作業用品や日用品等の物資調達及び供給
財政課

（財政調達班）

災害時における物資供給に関する協定
(48)

NPOコメリ災害対策センター 令和5年10月30日 ・作業用品や日用品等の物資調達及び供給
財政課

（財政調達班）

生活必需品・日用品関
連

相互応援協定

医療・医薬品関連

食糧関連 災害時における食料の供給に関する協定
(25)

・食料品の提供及び運搬

協定運用担当課
（災害時担当班）

項目
協定名称

※(　)内は締結日順の連番
締結先 締結日 内容
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災害時応援協定締結一覧

協定運用担当課
（災害時担当班）

項目
協定名称

※(　)内は締結日順の連番
締結先 締結日 内容

災害時における福祉避難所施設利用に関
する協定(8)

福岡県職員研修所
福岡県自治振興組合

平成25年2月1日 ・避難所開設及び運営協力
福祉サービス課

（福祉班）

大野城市における大規模な災害時の応援
に関する協定(9)

国土交通省九州地方整備局
福岡国道事務所

平成25年8月23日

・所管施設の被害状況の把握
・情報連絡網の構築
・現地情報連絡員（リエゾン）の派遣
・災害応急措置

危機管理課
（本部班）

筑紫中央高校の避難所利用に関する協定
(10)

福岡県立筑紫中央高等学校 平成25年9月27日 ・避難所としての施設利用
教育政策課

（避難対策班）

株式会社ウェルフェアネット
グループホーム
さわやかテラス大野城中央

介護支援課
（福祉班）

株式会社ウェルフェアネット
グループホーム
さわやかテラス大野城

介護支援課
（福祉班）

株式会社　裕生堂
グル―プホーム
陽だまり倶楽部東大利

介護支援課
（福祉班）

株式会社　裕生堂
グループホーム
陽だまり倶楽部

介護支援課
（福祉班）

株式会社　裕生堂
有料老人ホーム
木もれ日の館

介護支援課
（福祉班）

特定医療法人社団三光会
介護老人保健施設カトレア

介護支援課
（福祉班）

株式会社シダ―
ラ・ナシカ　おとがな

介護支援課
（福祉班）

株式会社データベース
グループホーム
我楽

介護支援課
（福祉班）

医療法人同仁会
介護老人保健施設くすの郷

介護支援課
（福祉班）

株式会社のいえ
のいえ大野城南

介護支援課
（福祉班）

ヒューマンライフケア株式会社
ヒューマンライフケア
大野城の宿

介護支援課
（福祉班）

社会福祉法人宝満福祉会
グループホーム
宝満ラポール大野城

介護支援課
（福祉班）

社会福祉法人悠生会
特別養護老人ホーム
悠生園

介護支援課
（福祉班）

大野城市内における災害時の応急対策業
務に関する基本協定(13)

筑紫地区ビル管理事業協同組合 平成26年4月9日 応急対策業務での清掃・消毒等の処置等
危機管理課
（本部班）

障害者支援施設　まどか園
介護支援課
（福祉班）

はまゆうワークセンター大野城
介護支援課
（福祉班）

災害時における福祉避難所施設利用に関
する協定(21)

社会福祉法人仁風会
グループホーム　オリーブ

平成27年12月9日
・福祉避難所開設、運営
・災害時要配慮者の受入れ

介護支援課
（福祉班）

災害時における避難所等の支援に関する
協定(23)

NPO法人共働のまち大野城 平成28年4月1日
・コミュニティセンターを避難所等として利用する際の
開設及び運営の支援

各地域行政センター
（避難対策班）

災害時における避難所等の支援に関する
協定(29)

公益財団法人大野城市スポーツ協
会

平成29年6月12日
・避難所開設、運営
・物資集配拠点の開設
・臨時ヘリポートの開設

スポーツ課
（避難対策班）

災害時における避難所等の支援に関する
協定(42)

各区自主防災組織 令和4年4月1日 ・避難所運営支援
危機管理課
（本部班）

ボランティア活動
災害時におけるボランティアセンターの設
置及び福祉避難所の支援に関する協定
(22)

社会福祉法人
大野城市社会福祉協議会

平成27年12月18日
・災害ボランティアセンターの設置
・福祉避難所の支援

福祉サービス課
（福祉班）

財政課
（財政調達班）

財政課
（財政調達班）

災害時における支援物資の受入及び配送
等に関する協定(46)

九州福山通運株式会社 令和5年10月3日

・避難所等への支援物資の配送計画の策定及び配送
の実施
・配送時における被災者の物資ニーズの収集
・市から指示のあった物資集配拠点における荷役作業
の実施
・荷役作業に必要な人員及び機材の提供

財政課
（財政調達班）

災害時における支援物資の受入及び配送
等に関する協定（49）

九州西濃運輸株式会社 令和5年11月16日

・避難所等への支援物資の配送
・被災者の物資ニーズの収集
・物資集配拠点における荷役作業の実施
・荷役作業に必要な人員及び機材の提供

財政課
（財政調達班）

一般廃棄物の処理に関する相互協力協定
(2)

福岡市、春日市、筑紫野市
太宰府市、那珂川町、
春日大野城衛生施設組合
大野城太宰府環境施設組合
両筑衛生施設組合
筑紫野・小郡・基山清掃施設組合

平成14年7月1日

地震、風水害等や処理施設の事故等により一般廃棄
物の適正な処理が困難となたときの相互協力による一
般廃棄物（し尿（浄化槽汚泥を含む。）及びごみ）の円
滑な処理

循環型社会推進課
（環境班）

災害時におけるし尿の収集運搬の協力に
関する協定(12)

筑紫野市、春日市、
太宰府市、那珂川町
筑前環境整備事業協同組合

平成26年4月1日 し尿及び浄化槽汚泥その他の汚水の収集運搬
循環型社会推進課

（環境班）

災害廃棄物処理等に関する協定(32)
公益社団法人福岡県産業資源循
環協会

平成29年8月28日
・災害廃棄物の撤去、収集、運搬、処分
・災害廃棄物仮置場の管理運営

循環型社会推進課
（環境班）

災害時における支援物資の受入及び配送
等に関する協定(34)

佐川急便㈱筑紫野営業所
ヤマト運輸㈱大野城支店

平成30年3月19日

・物資集配拠点の管理、運営
・物資集配拠点から避難所等への物資輸送
・必要資機材の貸与と作業者の派遣
・物資集配拠点として営業所等の活用
・災害対策本部等への社員の派遣（物資輸送等に関
する連絡調整や助言）

廃棄物

緊急輸送

災害応急活動支援・
避難所関連

災害時における福祉避難所施設利用に関
する協定(11)

平成25年12月18日
・福祉避難所開設、運営
・災害時要援護者の受入れ

災害時における福祉避難所施設利用に関
する協定(18)

平成27年1月28日
・福祉避難所開設、運営
・災害時要援護者の受入れ
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災害時応援協定締結一覧

協定運用担当課
（災害時担当班）

項目
協定名称

※(　)内は締結日順の連番
締結先 締結日 内容

大野城市土木協力会

大野城市建設協力会

筑紫舗装協力会

南福岡菅工事共同組合

大野城市緑化推進協議会

大野城市電友会

大野城市内における災害時等応急対策測
量設計業務に関する基本協定(14)

一般社団法人筑紫地区建設コンサ
ルタンツ協会

平成26年4月22日 応急復旧工事での測量・設計等
建設管理課

（建設対策班）

災害時における応急対策の協力に関する
協定(20)

三和シャッター工業㈱ 平成27年3月18日
・公共建築物等のシャッター、ドア等の緊急点検及び
緊急修理

危機管理課
（本部班）

災害時における相互協力に関する協定(1)
日本郵便株式会社
博多南郵便局

平成12年11月27日

・所有・管理する施設及び用地の避難場所、物資集積
場所等としての相互使用
・被災市民の避難先及び被災状況の情報の相互提供
・災害救助法適用時における郵便・為替貯金・簡易保
険の郵政事業に係わる災害特別事務取り扱い及び救
護対策並びに避難場所への臨時郵便差出箱の設置

危機管理課
（本部班）

特設公衆電話の設置及び利用・管理等に
関する協定(31)

西日本電信電話㈱
福岡支店

平成29年8月25日 ・非常用電話（特設公衆電話）の設置
危機管理課
（本部班）

水道災害時における相互応援に関する協
定(4)

春日那珂川水道企業団
太宰府市水道事業
筑紫野市水道事業

平成19年8月1日
・応急給水活動
・応急復旧活動
・応急復旧用資機材の提供

企業総務課
（上下水道部）

福岡都市圏水道災害時相互応援に関する
協定(6)

福岡市、福岡市水道事業管理者、
筑紫野市、
太宰府市、古賀市、
宇美町、篠栗町、志免町、須恵町、
新宮町、久山町、粕屋町、宗像市、
福津市、前原市、二丈町、志摩町、
福岡地区水道企業団、
山神水道企業団、
宗像地区事務組合、
春日那珂川水道企業団

平成21年7月23日

・応急給水活動
・応急復旧活動
・応急給水資機材及び応急復旧資機材
  の提供
・応援送水

企業総務課
（上下水道部）

北部福岡緊急連絡管の運用に関する協定
(7)

福岡県、北九州市、
福岡都市圏広域行政推進協議会

平成23年3月31日 ・応援送水
企業総務課

（上下水道部）

災害時における復旧支援協力に関する協
定(27)

公益社団法人日本下水道管路管
理業協会　九州支部　福岡県部会
事務局

平成29年3月17日
・下水道施設の応急復旧に必要な業務
　（巡視、点検、調査、清掃、修繕）

上下水道工務課
（上下水道部）

燃料供給
災害時における燃料の供給に関する協定
書（43）

増田石油株式会社 令和4年7月6日 ・公用車への優先給油
財産管理課

（財政調達班）

一般社団法人全日本冠婚葬祭互
助協会

有限会社大野城葬祭

有限会社七福社

災害時における情報伝達等に関する基本
協定(19)

九州テレ・コミュニケーションズ㈱
（ケーブルステーション福岡）

平成27年2月20日

・コミュニティチャンネルのデータ放送への情報配信
・臨時放送枠、第２コミュニティチャンネルの開放
・大野城市御笠川事務所の提供
・大野城コミュニティＷｉ－Ｆｉの災害専用ＳＳＩＤの開放

プロモーション推進
課

（広報・報道班）

防災パートナーシップに関する協定(38) 九州朝日放送株式会社 令和元年7月29日 ・市民に有益な情報の迅速な提供
プロモーション推進

課
（広報・報道班）

情報発信 災害に係る情報発信等に関する協定(15) ヤフー㈱ 平成26年9月3日
・市ホームページキャッシュサイトの掲載
・各種防災情報の掲載

プロモーション推進
課

（広報・報道班）

外国人支援
災害時における外国人支援への協力に関
する協定(26)

大野城市国際交流協会 平成29年1月30日
・避難所における通訳ボランティアの派遣
・外国語での災害情報提供の支援

コミュニティ文化課
（地域対策班）

九州三菱自動車販売株式会社

三菱自動車工業株式会社

法律相談等
（被災者支援）

災害時における被災者支援のための行政
書士業務に関する協定（50）

福岡県行政書士会 令和5年12月4日
・被災者支援相談センターの開設
・本市への行政書士の派遣

市税課、納税課、
福祉サービス課

（輸送・調査班、福祉
班）

循環型社会推進課
（環境班）

放送

水道

葬祭用品・遺体搬送等 災害時における協力に関する協定書(41) 令和3年5月13日

・遺体の収容及び安置に必要な機材、資材及び消耗
品並びに作業等の役務の提供
・遺体を安置する施設（葬儀式場等）の提供
・遺体搬送用寝台車及び霊柩車等による遺体搬送
・避難場所の提供
・避難所における被災者に対する炊き出しや継続的な
食事等（弁当等）の提供

建設管理課
（建設対策班）

インフラ復旧

道路・河川等公共施設

災害時における応急対策業務に関する協
定(5)

平成20年2月12日

・人命救助のための障害物の除去作業
・市管理道路、河川、上下水道、建築物等の施設の機
能確保等のための応急復旧作業
・水害防御のための応急措置作業
・建設資機材及び労力の調達及び輸送

車両
災害時における電動車両の支援に関する
協定(47)

令和5年10月25日
・電動車両の貸与
・平時における本市防災訓練等への参加

財産管理課
（財政調達班）

 2-25-3
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災害時における食料供給協力に関する協定 

 
 
 

福岡県(以下「甲」という。)と                       （以下「乙」という。） 

は、災害時における応急食糧の供給協力に関し、次のとおり協定を締結する。 

 （要請） 

第１条 甲は、福岡県内に災害が発生し、乙の協力を必要とするときは、乙に対し次に掲げる

事項を記載した文書を持って要請するものとする。ただし、緊急を要するときは電話

等をもって要請し、事後文書を提出するものとする。 

（１）  協力を要請する事由 

（２）  供給を必要とする食糧の種類及び数量 

（３）  協力を必要とする期間及び納入場所 

（４）  その他必要な事項 

 （協力） 

第２条 乙は、前条により甲の食糧供給の要請を受けたときは、食糧の供給に積極的に協力

し、甲の指定する場所に必要数量を納入するものとする。 

 （費用弁償） 

第３条 この協定に基づく協力のため要した費用は、甲が負担する。ただし、甲が負担すべき

食糧の価格は、甲乙双方が協議の上、災害発生時直前における適正な価格とする。 

 （細目） 

第４条 この協定を実施するために必要な事項については、別に定めるものとする。 

 （協議） 

第５条 この協定に定めのない事項又はこの協定に疑義が生じた事項については、その都度、

甲乙双方が協議して定めるものとする。 

 （協定の効力） 

第６条 この協定は締結の日から適用する。 

 

甲及び乙は、本協定書２通を作成し、それぞれ記名押印のうえ各自１通保有するものとする。 

平成７年６月30日 
 

甲 福岡県福岡市博多区東公園７番７号 
福岡県 
代表者 福岡県知事 麻生 渡 

 
乙 所在地 
  名称 

代表者 



2-26-2 
 

 
 

食糧供給協力協定締結業者一覧 
 

 
地 区 

 
名 称 

 
所 在 地 

 
Ｔ  Ｅ Ｌ 

 
備 考 

供給可 

能食数 
 
 

北九州市 
㈱東筑軒 北九州市八幡西区堀川町４番１号 093-601-2345 おにぎり 10,000 
北九州駅弁当㈱ 北九州市小倉北区下富野３丁目 6-3 093-531-0030 おにぎり 2,000 

ｸﾗｳﾝ製ﾊﾟﾝ㈱ 北九州市小倉北区泉台   4-4-41 093-651-5559 パ ン 20,000 
福 岡 市 中尾フーズ㈱ 福岡市博多区住吉２丁目５番 17 号 092-281-4429 おにぎり 10,000 
大野城市 ㈱ﾘｮｰﾕｰﾊﾟﾝ 大野城市旭ヶ丘１丁目７－１ 092-596-2111 パ ン 10,000 
大牟田市 ㈲菓舗だいふく 大牟田市長田町７番地 0944-53-3333 パ ン 3, 000 

 
 

合計 55,000 
 
 

＊ 食料供給可能食数については、発生後24時間以内に生産できる数量である。 
ただし、発注する時期や時間帯により、供給可能数量が変動する。 
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「福岡県災害緊急情報自動配信システム」の概要 

 

１ 趣 旨 

  近年、多発する大規模災害において、住民への避難勧告など災害緊急情報の迅速・確実な

伝達の重要性が改めて認識されました。 

  このため福岡県では、住民への一斉通報の手段である防災行政無線や「ふくおかコミュニ

ティ無線」の整備を進めるとともに、電子メールで防災情報を提供する「防災メール・まも

るくん」を立ち上げるなど、災害情報の伝達体制を整備してきました。 

  今回、その伝達体制強化の一つとして、市町村長が行った避難勧告・指示の情報を、県が

放送業者に自動的に配信するシステムを構築しました。 

  全国でも初めてとなる県と放送事業者が連携したこの取り組みにより、高い情報伝達能力

を持つ放送事業者に福岡全域の災害情報が直ちに提供されることとなり、県民への災害緊急

情報の伝達体制がさらに強化されます。 

 

２ システムの概要 

（１） システム名称 ：「福岡県災害緊急情報自動配信システム」 

（２） システム運用者：福岡県 

（３） 情報発信者  ：県内市町村 

（４） 配信情報   ：県内の市町村長が住民に対して行った避難勧告及び指示情報 

（５） 利用者    ：放送事業者 

 

３ 運用開始日   ：平成１８年６月２０日（火）１０：００ 

 

４ システムを利用する放送事業者 

・ ＮＨＫ福岡放送局  ・ ＲＫＢ毎日放送   ・ 九州朝日放送 

・ テレビ西日本    ・ ＦＢＳ福岡放送   ・ ＴＶＱ九州放送 

・ ＦＭ福岡      ・ 九州国際エフエム  ・ エフエム九州 

                                計 ９社 

５ システムの概要図 

  別紙「福岡県災害緊急自動配信システムの概要図」 
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○福岡県災害救助法施行細則 
昭和四十年八月三十一日 

福岡県規則第四十四号 
（趣旨） 

第一条 この規則は、災害救助法（昭和二十二年法律第百十八号。以下「法」という。）の

実施について、災害救助法施行令（昭和二十二年政令第二百二十五号。以下「政令」と

いう。）及び災害救助法施行規則（昭和二十二年総理庁令、厚生省令、内務省令、大蔵省

令、運輸省令第一号。以下「省令」という。）に規定するもののほか、必要な事項を定め

るものとする。 
第二条 削除 

（救助実施区域の告示） 
第三条 知事は、法第二条の規定による救助（以下「救助」という。）を開始したときは、

速やかに当該救助を適用する市町村（法第二条の二第一項に規定する救助実施市を除く。

以下同じ。）の地域を告示するものとする。 
（市町村長の緊急処置） 

第四条 市町村長（法第二条の二第一項に規定する救助実施市の長を除く。以下同じ。）は、

災害の事態が急迫して、知事による救助の実施を待つことができないときは、法第十三

条第二項の規定に基づき救助に着手することができる。 
（救助の組織） 

第四条の二 災害救助に関する事務を処理するため、福祉労働部に災害救助部（以下「部」

という。）を置く。 
２ 部に部長及び副部長を置き、部長には福祉労働部長を、副部長には福祉労働部次長を

もつて充てる。 
３ 部に別表の上欄に掲げる班を置き、同表の下欄に掲げる区域を管轄させる。 
４ 班に班長及び班員を置き、班長には別表の中欄に掲げる組織の長の職にある者をもつ

て充て、班員には同表の中欄に掲げる組織に所属する職員をもつて充てる。 
（救助の程度、方法及び期間） 

第五条 知事は、政令第三条第一項の規定による救助の程度、方法及び期間を定めたとき

は、これを告示するものとする。 
２ 前項の規定により難い特別の事情があるときは、別に定めるところによるものとする。 

（物資の収用等の場合の公用令書等） 
第六条 省令第一条に規定する公用令書、公用変更令書及び公用取消令書の様式は、次の

各号に掲げるとおりとする。 
一 公用令書（様式第三号から様式第三号の四まで） 
二 公用変更令書（様式第四号） 
三 公用取消令書（様式第五号） 
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２ 知事は、前項第一号の公用令書を交付するときは、強制物件台帳（様式第六号）に、

これを登録するものとする。 
３ 第一項第二号又は第三号の公用変更令書又は公用取消令書を交付したときは、強制物

件台帳に、その理由を詳細に記録し、公用変更令書にあつては、変更事項を記録しなけ

ればならない。 
第七条 削除 

（物資の収用等の引渡時における所有者等の立会い） 
第八条 省令第二条第三項の規定により、当該職員が収用又は使用すべき物資の引渡しを

受け受領調書（様式第七号）を作成しようとするときは、その物資の所有者又は権限に

基づいてその物資を占有する者の立ち会いの下で行わなければならない。ただし、やむ

をえない場合においては、この限りでない。 
（損失補償請求書） 

第九条 省令第三条の規定により、損失補償請求書（様式第八号）の提出があつたとき及

びこれに基づき損失の補償を行つたときは、第六条第二項の強制物件台帳に所要の事項を

記録するものとする。 
（従事命令の場合の公用令書等） 

第十条 省令第四条に規定する公用令書及び公用取消令書の様式は、次の各号に掲げると

おりとする。 
一 公用令書（様式第九号） 
二 公用取消令書（様式第十号） 

２ 前項第一号の公用令書を交付するときは、救助従事者台帳（様式第十一号）に、これ

を登録するものとする。 
３ 第一項第二号の公用取消令書を交付したときは、救助従事者台帳に、その理由を詳細

に記録してこれを抹消しなければならない。 
（協力命令の場合の様式等） 

第十一条 法第八条に規定する救助に関する業務に協力させる者には、協力令書（様式第

十二号）を交付するものとする。ただし、そのいとまがないときはこの限りでない。 
２ 前項の協力令書を交付するときは、救助協力者台帳（様式第十三号）に、これを登録

するものとする。 
第十二条 削除 

（従事命令に従事できない場合の届出） 
第十三条 省令第四条第二項の規定による届出に当たり添付する書類は、次のものとする。 

一 負傷又は疾病により従事することができない場合においては、医師の診断書 
二 天災その他避けられない事故により従事することができない場合においては、市町

村長、警察官その他適当な機関の証明書 
（実費弁償） 
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第十四条 知事は、政令第五条の規定による実費弁償に関して必要な事項を定めたときは、

これを告示するものとする。 
（実費弁償請求書の様式） 

第十五条 省令第五条に規定する実費弁償請求書は、様式第十四号による。 
（立入検査証） 

第十六条 法第十条第三項において準用する法第六条第四項の規定により、当該職員が立

入検査にあたつて、携帯する証票は様式第十五号による。 
第十七条 削除 

（扶助金支給申請書の様式等） 
第十八条 省令第六条第一項の規定による扶助金支給申請書は様式第十八号による。 
２ 前項の扶助金申請書のうち、休業扶助金及び打切扶助金に係る申請書の提出に当たり、

添付する書類は次のものとする。 
一 休業扶助金支給申請書については、負傷し、又は疾病にかかり、従前得ていた収入

を得ることができず、かつ、他に収入のみちがない等特に給付を必要とする理由を詳

細に記載した書類及び証明書等 
二 打切扶助金支給申請書については、療養の経過、症状、治ゆまでの見込期間等に関

する医師の意見書 
３ 省令第六条第一項の規定により、扶助金支給申請書の提出があつたとき及びこれに基

づき扶助金の支給を行つたときは、第十条第二項の救助従事者台帳又は第十一条第二項

の救助協力者台帳に所要の事項を記載するものとする。 
（知事の権限に属する事務の一部を市町村長が行うこととする場合の通知） 

第十九条 知事は、法第十三条第一項の規定により救助の実施に関するその権限に属する

事務の一部を市町村長が行うこととするときは、様式第十九号により政令第十七条第一

項の規定による通知を行うものとする。 
（繰替支弁） 

第二十条 法第三十条の規定による市町村長の救助の実施に要する費用は、市町村におい

て一時繰替支弁をするものとする。 
（繰替支弁金請求書及び提出期限） 

第二十一条 市町村長は、前条の規定により一時繰替支弁をしたときは、救助に関する業

務の完了後六十日以内に次の各号に掲げる書類を知事に提出するものとする。 
一 災害救助費繰替支弁金請求書（様式第二十一号及び第二十一号の二） 
二 救助業務に要した経費算出内訳（様式第二十二号） 
三 被害状況調（様式第二十四号） 
四 災害救助費繰替支弁状況調（様式第二十五号） 
五 歳入歳出予算書抄本及び支払証拠書類の写し 

２ 市町村長は、前条に規定する費用について、概算払を受けようとするときは災害救助
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費繰替支弁金概算払請求書（様式第二十六号）を、精算を行うときは災害救助費繰替支

弁金精算請求書（様式第二十七号）に前項第二号から五号までに掲げる書類を添付して、

知事に提出するものとする。 
第二十二条 削除 

（救助事務費） 
第二十三条 知事は、法第十八条第一項に規定する救助の事務を行うのに必要な費用とし

て支出できる範囲及び限度額等を定めたときは、これを告示するものとする。 
（災害救助基金台帳） 

第二十四条 法第二十二条の規定に基づき設置した福岡県災害救助基金に係る収入及び支

出については、福岡県災害救助基金台帳（様式第四十三号及び様式第四十四号）に記載

し、常時その状況を明らかにするものとする。 
（補則） 

第二十五条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、別に定

める。 
附 則 

（施行期日） 
１ この規則は、公布の日から施行し、昭和四十年四月一日から適用する。 

（災害救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の程度等の廃止） 
２ 次に掲げる告示は、廃止する。 

一 災害救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の程度（昭和二十九年四月福岡県告

示第三百一号） 
二 災害救助金の支給基礎額（昭和三十年七月福岡県告示第六百二十一号） 

附 則（昭和四一年規則第四〇号） 
この規則は、公布の日から施行し、昭和四十一年四月一日から適用する。 

附 則（昭和四二年規則第三七号） 
この規則は、公布の日から施行し、昭和四十二年四月一日から適用する。 

附 則（昭和四三年規則第七号） 
この規則は、公布の日から施行し、昭和四十二年八月一日から適用する。 

附 則（昭和四三年規則第六〇号） 
この規則は、公布の日から施行し、昭和四十三年四月一日から適用する。ただし、別表

一応急仮設住宅の供与の項（３）の改正規定は、昭和四十三年四月一日から同年七月二十

二日までの間に設置された応急仮設住宅については、なお従前の例による。 
附 則（昭和四四年規則第五二号） 

この規則は、公布の日から施行し、昭和四十四年四月一日から適用する。 
附 則（昭和四五年規則第六七号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、昭和
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四十五年四月一日から適用する。 
附 則（昭和四六年規則第七一号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、昭和

四十六年四月一日から適用する。 
附 則（昭和四七年規則第五五号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
附 則（昭和四七年規則第六七号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、昭和

四十七年四月一日から適用する。 
附 則（昭和四七年規則第七九号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
附 則（昭和四八年規則第四八号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、昭和

四十八年四月一日から適用する。 
附 則（昭和四八年規則第六四号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、昭和

四十八年七月三十一日から適用する。 
附 則（昭和四九年規則第四号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、昭和

四十八年十月一日から適用する。 
附 則（昭和四九年規則第三六号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、昭和

四十九年四月一日から適用する。 
附 則（昭和四九年規則第五九号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、昭和

四十九年十月一日から適用する。 
附 則（昭和五〇年規則第五九号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の別表の規定は、昭和五十年四月一日から適

用する。 
附 則（昭和五一年規則第五九号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の別表の規定は、昭和五十一年四月一日から

適用する。 
附 則（昭和五二年規則第四五号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、昭和

五十二年四月一日から適用する。 
附 則（昭和五三年規則第六六号） 
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この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、昭和

五十三年四月一日から適用する。 
附 則（昭和五四年規則第五三号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、昭和

五十四年四月一日から適用する。 
附 則（昭和五五年規則第三一号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、昭和

五十五年四月一日から適用する。 
附 則（昭和五六年規則第四七号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、昭和

五十六年四月一日から適用する。 
附 則（昭和五七年規則第四六号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、昭和

五十七年四月一日から適用する。ただし、改正後の別表第一北筑前福祉救助班の項管轄区

域の欄の規定は昭和五十六年四月一日から、同表福岡福祉救助班の項管轄区域の欄の規定

（太宰府市に係る部分を除く。）は昭和五十七年五月十日から適用する。 
附 則（昭和五八年規則第三一号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、昭和

五十八年四月一日から適用する。 
附 則（昭和五九年規則第五八号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、昭和

五十九年四月一日から適用する。 
附 則（昭和六〇年規則第五六号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、昭和

六十年四月一日から適用する。 
附 則（昭和六一年規則第六九号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、昭和

六十一年四月一日から適用する。 
附 則（昭和六二年規則第四四号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、昭和

六十二年四月一日から適用する。 
附 則（昭和六三年規則第五五号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、昭和

六十三年四月一日から適用する。 
附 則（平成二年規則第四八号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、平成
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二年四月一日から適用する。 
附 則（平成三年規則第六二号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、平成

三年四月一日から適用する。 
附 則（平成四年規則第六五号）抄 

（施行期日） 
１ この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成五年規則第五三号） 
この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、平成

五年四月一日から適用する。 
附 則（平成六年規則第六九号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、平成

六年四月一日から適用する。 
附 則（平成七年規則第六〇号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、平成

七年四月一日から適用する。 
附 則（平成一〇年規則第一九号）抄 

（施行期日） 
１ この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成一〇年規則第三五号） 
この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、平成

九年四月一日から適用する。 
附 則（平成一〇年規則第五〇号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、平成

十年四月一日から適用する。 
附 則（平成一二年規則第一号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、平成

十一年四月一日から適用する。 
附 則（平成一三年規則第三三号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、平成

十二年四月一日から適用する。 
附 則（平成一四年規則第四一号） 

（施行期日） 
１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 
２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式による用紙については、当
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分の間、所要の修正をして使用することができる。 
附 則（平成一四年規則第五一号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、平成

十四年四月一日から適用する。 
附 則（平成一四年規則第六〇号）抄 

（施行期日） 
１ この規則は、平成十四年九月一日から施行する。 

附 則（平成一五年規則第四五号） 
この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成一六年規則第四二号） 
この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則別表第二の十の

項及び十二の項の規定は、平成十六年四月一日から適用する。 
附 則（平成一七年規則第三号） 

この規則は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 
一 別表第一宗像救助班の項管轄区域の欄の改正規定（「宗像市」を「宗像市 福津市」

に改める部分に限る。） 平成十七年一月二十四日 
二 別表第一久留米救助班の項管轄区域の欄の改正規定 平成十七年三月二十日 
三 前二号に掲げる規定以外の規定 平成十七年三月二十八日 

附 則（平成一七年規則第五〇号） 
この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則別表第二の二の

項（５）及び九の項の規定は、平成十七年四月一日から適用する。 
附 則（平成一八年規則第二号） 

この規則は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 
一 別表第一鞍手救助班の項の改正規定 平成十八年二月十一日 
二 別表第一朝倉救助班の項の改正規定 平成十八年三月二十日 
三 別表第一嘉穂救助班の項の改正規定 平成十八年三月二十七日 

附 則（平成一八年規則第六号） 
この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成一九年規則第二一号） 
この規則は、平成十九年四月一日から施行する。 

附 則（平成二〇年規則第一号） 
この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成二〇年規則第三八号）抄 
（施行期日） 

１ この規則は、平成二十年四月一日から施行する。 
附 則（平成二〇年規則第五〇号） 
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この規則は、公布の日から施行する。 
附 則（平成二一年規則第三一号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
附 則（平成二一年規則第三九号）抄 

（施行期日） 
１ この規則は、平成二十一年十月一日から施行する。 

附 則（平成二二年規則第三号） 
この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成二二年規則第二六号） 
この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成二四年規則第二八号） 
この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成二六年規則第一号） 
この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成二七年規則第五七号） 
この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成二八年規則第六〇号） 
この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成二九年規則第二二号） 
この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、平成

二十九年四月一日から適用する。 
附 則（平成三〇年規則第三四号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の福岡県災害救助法施行細則の規定は、平成

三十年四月一日から適用する。ただし、別表第一筑紫救助班の項管轄区域の欄の改正規定

は、平成三十年十月一日から施行する。 
附 則（令和元年規則第一四号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第三条、第四条及び別表第一の改正規定

は、令和元年十月一日から施行する。 
附 則（令和元年規則第二五号） 

この規則は、令和元年十月一日から施行する。 
附 則（令和二年規則第二二号） 

この規則は、令和二年四月一日から施行する。 
附 則（令和三年規則第二六号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
別表（第四条の二関係） 
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班名 組織 管轄区域 

救助総括班 福祉労働部福祉総務課 県下全域（法第二条の二第一項に規定する救助実

施市を除く。） 

筑紫救助班 福岡県筑紫保健福祉環境

事務所 
筑紫野市 春日市 大野城市 太宰府市 那珂

川市 

粕屋救助班 福岡県粕屋保健福祉事務

所 
古賀市 糟屋郡 

糸島救助班 福岡県糸島保健福祉事務

所 
糸島市 

宗像・遠賀救助

班 
福岡県宗像・遠賀保健福

祉環境事務所 
中間市 宗像市 福津市 遠賀郡 

嘉穂・鞍手救助

班 
福岡県嘉穂・鞍手保健福

祉環境事務所 
直方市 飯塚市 宮若市 嘉麻市 鞍手郡 嘉

穂郡 

田川救助班 福岡県田川保健福祉事務

所 
田川市 田川郡 

北筑後救助班 福岡県北筑後保健福祉環

境事務所 
久留米市 小郡市 うきは市 朝倉市 朝倉郡 

三井郡 

南筑後救助班 福岡県南筑後保健福祉環

境事務所 
大牟田市 柳川市 八女市 筑後市 大川市 

みやま市 三潴郡 八女郡 

京築救助班 福岡県京築保健福祉環境

事務所 
行橋市 豊前市 京都郡 築上郡 
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○福岡県災害救助法施行細則に基づく救助の程度等 

令 和 ２ 年 ３ 月 31日  

福岡県告示第344号  

               一部改正令和３年３月23日福岡県告示第354号   

                    一部改正令和４年６月９日福岡県告示第633号の２ 

一部改正令和５年４月24日福岡県告示第279号の２ 

一部改正令和５年６月30日福岡県告示第460号の２ 

 

第１ 救助の程度、方法及び期間 

福岡県災害救助法施行細則（昭和40年福岡県規則第44号。以下「規則」という。）第５条

第１項の救助の程度、方法及び期間は、次に定めるところによる。 
１ 避難所及び応急仮設住宅の供与 

(1) 避難所 

   ア 避難所は、災害により現に被害を受け、又は受けるおそれのある者に供与するものと

する。 

イ 避難所は、学校、公民館等既存建物の利用を原則とするが、これら適当な建物を得難

いときは、野外に仮小屋を設置し、天幕を設営し、又はその他の適切な方法により実施

する。 

ウ 避難所設置のため支出できる費用は、避難所の設置、維持及び管理のための賃金職員

等雇上費、消耗器材費、建物の使用謝金、器物の使用謝金、借上費又は購入費及び光熱

水費並びに仮設便所等の設置費とし、１人１日当たり340円以内とする。 

エ 福祉避難所（高齢者、障害者等（以下「高齢者等」という。）であって避難所での避

難生活において特別な配慮を必要とする者に供与する避難所をいう。）を設置した場合

は、ウの金額に、当該地域において当該特別な配慮のために必要な通常の実費を加算す

ることができる。 

オ 避難所での避難生活が長期にわたる場合等においては、避難所で避難生活している者

への健康上の配慮等により、ホテル、旅館等の宿泊施設の借上げを実施し、これを供与

することができる。 

カ 避難所を開設できる期間は、災害発生の日から７日以内とする。 

(2) 応急仮設住宅 

応急仮設住宅は、住家が全壊、全焼又は流出し、居住する住家がない者であって、自ら

の資力では住家を得ることができないものに、建設し供与するもの（以下「建設型応急住

宅」という。）、民間賃貸住宅を借上げて供与するもの（以下「賃貸型応急住宅」という

。）又はその他適切な方法により供与するものとする。 

ア 建設型応急住宅 

(ｱ) 建設型応急住宅の設置に当たっては、原則として、公有地を利用する。ただし、こ

れら適当な公有地を利用することが困難な場合は、民有地を利用することが可能であ

る。 

(ｲ) 建設型応急住宅の１戸当たりの規模は、応急救助の趣旨を踏まえ、地域の実情、世
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帯構成等に応じて別に定め、その設置のため支出できる費用は、設置にかかる原材料

費、労務費、付帯設備工事費、輸送費及び建築事務費等の一切の経費として、6,775,000

円以内とする。 

(ｳ) 建設型応急住宅を同一敷地内又は近接する地域内におおむね50戸以上設置した場合

は、居住者の集会等に利用するための施設を設置でき、50戸未満の場合でも戸数に応

じた小規模な施設を設置できる。 

(ｴ) 福祉仮設住宅（老人居宅介護等事業等を利用しやすい構造及び設備を有し、高齢者

等であって日常の生活上特別な配慮を要する複数のものに供与する施設をいう。）を

建設型応急住宅として設置できる。 

(ｵ) 建設型応急住宅は、災害発生の日から20日以内に着工し、速やかに設置しなければ

ならない。 

(ｶ) 建設型応急住宅を供与できる期間は、完成の日から建築基準法（昭和25年法律第201

号）第85条第３項又は第４項による期限内（最長２年以内）とする。 

(ｷ) 建設型応急住宅の供与終了に伴う建設型応急住宅の解体撤去及び土地の原状回復の

ため支出できる費用は、当該地域における実費とする。 

イ 賃貸型応急住宅 

(ｱ) 賃貸型応急住宅の１戸当たりの規模は、世帯の人数に応じてア(ｲ)に定める規模に準

ずることとし、その借上げのため支出できる費用は、家賃、共益費、敷金、礼金、仲

介手数料又は火災保険等その他民間賃貸住宅の貸主又は仲介業者との契約に不可欠な

ものとして、地域の実情に応じた額とする。 

(ｲ) 賃貸型応急住宅は、災害発生の日から速やかに民間賃貸住宅を借上げ、提供しなけ

ればならない。 

(ｳ) 賃貸型応急住宅を供与できる期間は、ア(ｶ)と同様の期間とする。 

２ 炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給 

(1) 炊き出しその他による食品の給与 

ア 炊き出しその他による食品の給与は、避難所に避難している者又は住家に被害を受け

、若しくは災害により現に炊事のできない者に対して行うものとする。 

イ 炊き出しその他による食品の給与は、被災者が直ちに食することができる現物による

ものとする。 

ウ 炊き出しその他による食品の給与を実施するため支出できる費用は、主食、副食及び

燃料等の経費とし、１人１日当たり1,230円以内とする。 

エ 炊き出しその他による食品の給与を実施できる期間は、災害発生の日から７日以内と

する。 

(2) 飲料水の供給 

ア 飲料水の供給は、災害のため現に飲料水を得ることができない者に対して行うものと

する。 

イ 飲料水の供給を実施するため支出できる費用は、水の購入費のほか、給水及び浄水に

必要な機械器具の借上費、修繕費、燃料費並びに薬品及び資材費とし、当該地域におけ

る通常の実費とする。 
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ウ 飲料水の供給を実施できる期間は、災害発生の日から７日以内とする。 

３ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 

(1) 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与は、住家の全壊、全焼、流失、半壊、半焼

又は床上浸水（土砂のたい積等により一時的に居住することができない状態となったもの

を含む。以下同じ。）若しくは全島避難等により、生活上必要な被服、寝具その他日用品

等を喪失又は損傷等により使用することができず、直ちに日常生活を営むことが困難な者

に対して行うものとする。 

(2) 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与は、被害の実情に応じ、次に掲げる品目の

範囲内において現物をもって行うものとする。 

ア 被服、寝具及び身の回り品 

イ 日用品 

ウ 炊事用具及び食器 

エ 光熱材料 

(3) 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与のため支出できる費用は、季別及び世帯区

分により１世帯当たり次の額以内とする。なお、季別は、災害発生の日をもって決定する

。 

   ア 住家の全壊、全焼又は流失による被害を受けた世帯 

季

別 

期間 １人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 ６人以上１人

を増すごとに

加算する額 

夏

季 

４月～

９月 
19,200円 24,600円 36,500円 43,600円 55,200円 8,000円 

冬

季 

10月～

３月 
31,800円 41,100円 57,200円 66,900円 84,300円 11,600円 

   イ 住家の半壊、半焼又は床上浸水により被害を受けた世帯 

季

別 

期間 １人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 ６人以上１人

を増すごとに

加算する額 

夏

季 

４月～

９月 
 6,300円  8,400円 12,600円 15,400円 19,400円  2,700円 

冬

季 

10月～

３月 
 10,100円 13,200円 18,800円 22,300円 28,100円 3,700円 
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(4) 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与は、災害発生の日から10日以内に完了しな

ければならない。 

４ 医療及び助産 

(1) 医療 

ア 医療は、災害のため医療の途を失った者に対して、応急的に処置するものとする。 

イ 医療は、救護班によって行う。ただし、急迫した事情があり、やむを得ない場合にお

いては、病院又は診療所（あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律

（昭和22年法律第217号）及び柔道整復師法（昭和45年法律第19号）に規定するあん摩マ

ツサージ指圧師、はり師、きゆう師又は柔道整復師（以下「施術者」という。）を含む

。）において医療（施術者が行うことのできる範囲の施術を含む。）を行うことができ

るものとする。 

ウ 医療は、次の範囲内にて行う。 

(ｱ) 診療 

(ｲ) 薬剤又は治療材料の支給 

(ｳ) 処置、手術その他の治療及び施術 

(ｴ) 病院又は診療所への収容 

(ｵ) 看護 

エ 医療のため支出できる費用は、救護班による場合は使用した薬剤、治療材料及び破損

した医療器具の修繕費等の実費とし、病院又は診療所による場合は国民健康保険の診療

報酬の額以内とし、施術者による場合は協定料金の額以内とする。 

オ 医療を実施できる期間は、災害発生の日から14日以内とする。 

(2) 助産 

ア 助産は、災害発生の日以前又は以後の７日以内に分べんした者であって、災害のため

助産の途を失ったものに対して行うものとする。 

イ 助産は、次の範囲内において行う。 

(ｱ) 分べんの介助 

(ｲ) 分べん前及び分べん後の処置 

(ｳ) 脱脂綿、ガーゼその他の衛生材料の支給 

ウ 助産のため支出できる費用は、救護班等による場合は使用した衛生材料等の実費とし

、助産師による場合は慣行料金の２割引以内の額とする。 

エ 助産を実施できる期間は、分べんした日から７日以内とする。 

５ 被災者の救出 

(1) 被災者の救出は、災害のため現に生命若しくは身体が危険な状態にある者又は生死不明

状態にある者を捜索し、救出するものとする。 

(2) 被災者の救出のため支出できる費用は、舟艇その他救出のための機械器具等の借上費又

は購入費、修繕費及び燃料費等とし、当該地域における通常の実費とする。 

(3) 被災者の救出を実施できる期間は、災害発生の日から３日以内とする。 

６ 被災した住宅の応急修理 

(1) 住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理 
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ア 災害のため住家が半壊、半焼又はこれらに準ずる程度の損傷を受け、雨水の侵入等を

放置すれば住家の被害が拡大するおそれがある者に対して行うものとする。 

イ 住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理が必要な部分に対し、合成樹脂シート

、ロープ、土のう等を用いて行うものとし、その修理のために支出できる費用は、１世

帯当たり50,000円以内とする。 

ウ 住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理は、災害発生の日から10日以内に完了

しなければならない。 

(2)  日常生活に必要な最小限度の部分の修理 

 ア 災害のため住家が半壊、半焼若しくはこれらに準ずる程度の損傷を受け、自らの資力

では応急修理をすることができない者又は大規模な補修を行わなければ居住することが

困難である程度に住家が半壊した者に対して行うものとする。 

 イ 居室、炊事場、便所等日常生活に必要最小限度の部分に対し、現物をもって行うもの

とし、その修理のために支出できる費用は、１世帯当たり次に掲げる額以内とする。 

  （ｱ）（ｲ）に掲げる世帯以外の世帯 706,000円 

  （ｲ） 半壊又は半焼に準ずる程度の損傷により被害を受けた世帯 343,000円 

 ウ 日常生活に必要な最小限度の部分の修理は、災害発生の日から３箇月以内（災害対策

基本法（昭和36年法律第223号）第23条の３第１項に規定する特定災害対策本部、同法第

24条第１項に規定する非常災害対策本部又は同法第28条の２第１項に規定する緊急災害

対策本部が設置された災害にあっては、６箇月以内）に完了しなければならない。 

７ 生業に必要な資金の貸与 

(1) 生業に必要な資金の貸与は、住家が全壊、全焼又は流失し、災害のため生業の手段を失

った世帯に対して行うものとする。 

(2) 生業に必要な資金は、生業を営むために必要な機械器具、資材等を購入するための費用

に充てるものであって、生業の見込みの確実な具体的事業計画があり、償還能力のある者

に対して貸与するものとする。 

(3) 生業に必要な資金の貸与として貸し付けることができる金額は、次の額以内とする。 

ア 生業費 １件当たり 30,000円 

イ 就職支度費 １件当たり 15,000円 

(4) 生業に必要な資金の貸与には、次の条件を付するものとする。 

ア 貸与期間 ２年以内 

イ 利子 無利子 

(5) 生業に必要な資金の貸与は、災害発生の日から１箇月以内に完了しなければならない。 

８ 学用品の給与 

(1) 学用品の給与は、住家の全壊、全焼、流失、半壊、半焼又は床上浸水による喪失若しく

は損傷等により学用品を使用することができず、就学上支障のある小学校児童（義務教育

学校の前期課程及び特別支援学校の小学部の児童を含む。以下同じ。）、中学校生徒（義

務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程及び特別支援学校の中学部の生徒を含む

。以下同じ。）及び高等学校等生徒（高等学校（定時制の課程及び通信制の課程を含む。

）、中等教育学校の後期課程（定時制の課程及び通信制の課程を含む。）、特別支援学校
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の高等部、高等専門学校、専修学校及び各種学校の生徒をいう。以下同じ。）に対して行

うものとする。 

(2) 学用品の給与は、被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において現物をもって行

うものとする。 

ア 教科書 

イ 文房具 

ウ 通学用品 

(3) 学用品の給与のため支出できる費用は、次の額以内とする。 

ア 教科書代 

(ｱ) 小学校児童及び中学校生徒 

教科書の発行に関する臨時措置法（昭和23年法律第132号）第２条第１項に規定する

教科書及び教科書以外の教材で、教育委員会に届け出、又はその承認を受けて使用す

るものを給与するための実費 

(ｲ) 高等学校等生徒 

正規の授業で使用する教材を給与するための実費 

イ 文房具及び通学用品費 

小学校児童 １人当たり 4,800円 

中学校生徒 １人当たり 5,100円  

高等学校等生徒 １人当たり 5,600円 

(4) 学用品の給与は、災害発生の日から教科書については１箇月以内、その他の学用品につ

いては15日以内に完了しなければならない。 

９ 埋葬 

(1) 埋葬は、災害の際死亡した者について、死体の応急的処理程度のものを行うものとする         

 。 

(2) 埋葬は、次の範囲内において、なるべく棺又は棺材等の現物をもって実際に埋葬を実施

する者に支給する。 

ア 棺（付属品を含む。） 

イ 埋葬又は火葬（賃金職員等雇上費を含む。） 

ウ 骨つぼ及び骨箱 

(3) 埋葬のため支出できる費用は、１体当たり大人219,100円、小人175,200円以内とする。 

(4) 埋葬は、災害発生の日から10日以内に完了しなければならない。 

10 死体の捜索 

(1) 死体の捜索は、災害により現に行方不明の状態にあり、かつ、各般の事情により既に死

亡していると推定される者に対して行うものとする。 

(2) 死体の捜索のため支出できる費用は、舟艇その他捜索のための機械器具等の借上費又は

購入費、修繕費及び燃料費等とし、当該地域における通常の実費とする。 

(3) 死体の捜索は、災害発生の日から10日以内に完了しなければならない。 

11 死体の処理 

(1) 死体の処理は、災害の際死亡した者について、死体に関する処理（埋葬を除く。）を行
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うものとする。 

(2) 死体の処理は、次の範囲内において行う。 

ア 死体の洗浄、縫合、消毒等の処置 

イ 死体の一時保存 

ウ 検案 

(3) 検案は、原則として救護班によって行う。 

(4) 死体の処理のため支出できる費用は、次に掲げるところによる。 

ア 死体の洗浄、縫合、消毒等の処理のための費用は、１体当たり3,500円以内とする。 

イ 死体の一時保存のための費用は、死体を一時収容するために既存建物を利用する場合

にあっては当該施設の借上費について通常の実費とし、既存建物を利用できない場合に

あっては一体当たり5,500円以内とする。ただし、死体の一時保存にドライアイスの購入

費等の経費が必要な場合は、当該地域における通常の実費を加算できるものとする。 

ウ 救護班により検案ができない場合は、当該地域の慣行料金の額以内とする。 

(5) 死体の処理は、災害発生の日から10日以内に完了しなければならない。 

12 災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で日常生活に著しい支障を及ぼし

ているもの（以下「障害物」という。）の除去 

(1) 障害物の除去は、居室、炊事場等生活に欠くことのできない部分又は玄関等に障害物が

運びこまれているため一時的に居住できない状態にあり、かつ、自らの資力をもってして

は、当該障害物を除去することができない者に対して行うものとする。 

(2) 障害物の除去のため支出できる費用は、ロープ、スコップその他除去のため必要な機械

器具等の借上費又は購入費、輸送費及び賃金職員等雇上費等とし、市町村内において障害

物の除去を行った１世帯当たりの平均が138,700円以内とする。 

(3) 障害物の除去は、災害発生の日から10日以内に完了しなければならない。 

13 応急救助のための輸送費及び賃金職員等雇上費 

(1) 応急救助のため輸送費及び賃金職員等雇上費として支出できる範囲は、次に掲げる場合

とする。 

ア 被災者の避難に係る支援 

イ 医療及び助産 

ウ 被災者の救出 

エ 飲料水の供給 

オ 死体の捜索 

カ 死体の処理 

キ 救済用物資の整理配分 

(2) 応急救助のため支出できる輸送費及び賃金職員等雇上費は、当該地域における通常の実

費とする。 

(3) 応急救助のための輸送及び賃金職員等の雇用を認められる期間は、当該救助の実施が認

められる期間以内とする。 

第２ 実費弁償 

   規則第14条の実費弁償に関して必要な事項は、次に定めるところによる。 
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１ 災害救助法施行令（昭和22年政令第225号。以下「政令」という。）第４条第１号から第４

号までに掲げる者 

 (1) 日当 

   ア 医師及び歯科医師 １人１日当たり 22,700円以内 

   イ 薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士、歯科衛生士、保健師及び助

産師 １人１日当たり 16,900円以内 

   ウ 看護師及び准看護師 １人１日当たり 14,800円以内 

   エ 救急救命士 １人１日当たり 15,300円以内 

   オ 土木技術者及び建築技術者 １人１日当たり 15,700円以内 

   カ 大工 １人１日当たり 23,700円以内 

   キ 左官 １人１日当たり 24,200円以内 

   ク とび職 １人１日当たり 24,400円以内 

(2) 時間外勤務手当 

    職種ごとに(1)のアからクまでに定める日当額を基礎とし、福岡県職員の給与に関する条

例（昭和32年福岡県条例第41号）第２条の職員との均衡を考慮して算定した額以内とする

。 

(3) 旅費 

福岡県職員等の旅費に関する条例（昭和32年福岡県条例第57号）の規定により支給すべ

き旅費に相当する額以内とする。 

 ２ 政令第４条第５号から第10号までに掲げる者 

   業者のその地域における慣行料金による支出実費に、手数料としてその100分の３の額を加

算した額以内とする。 

第３ 救助事務費 

   規則第23条の救助の事務を行うのに必要な費用（以下「救助事務費」という。）として支出で

きる範囲及び限度等は、次に定めるところによる。 

 １ 救助事務費に支出できる範囲は、救助の事務を行うのに要した経費（救助の実施期間内の

ものに限る。）及び災害救助費の精算の事務を行うのに要した経費とし、次に掲げる費用と

する。 
 (1) 時間外勤務手当 

(2) 賃金職員等雇上費 

(3) 旅費 

(4) 需用費（消耗品費、燃料費、食糧費、印刷製本費、光熱水費及び修繕料をいう。） 

(5) 使用料及び賃借料 

(6) 通信運搬費 

(7) 委託費 
 ２ 各年度において、救助事務費に支出できる費用は、災害救助法（昭和22年法律第118号。以

下「法」という。）第21条に定める国庫負担を行う年度（以下「国庫負担対象年度」という

。）における各災害に係る１の(1)から(7)までに掲げる費用について、地方自治法施行令（

昭和22年政令第16号）第143条に定める会計年度所属区分により当該年度の歳出に区分される
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額を合算し、各災害の当該合算した額の合計額が、国庫負担対象年度に支出した救助事務費

以外の費用の額の合算額に、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、同表の右欄に定める割合を

乗じて得た額の合計額以内とする。 
国庫負担対象年度に支出した救助事務費以外の費用の

額の合算額の区分 
割合 

３千万円以下の部分 100分の10 

３千万円を超え６千万円以下の部分 100分の９ 

６千万円を超え１億円以下の部分 100分の８ 

１億円を超え２億円以下の部分 100分の７ 

２億円を超え３億円以下の部分 100分の６ 

３億円を超え５億円以下の部分 100分の５ 

５億円を超える部分 100分の４ 

３ ２の「救助事務費以外の費用の額」とは、第１に定める救助の実施のために支出した費用

及び第２に定める実費弁償のため支出した費用を合算した額、法第９条第２項に規定する損

失補償に要した費用の額、政令第８条第２項に定めるところにより算定した法第12条の扶助

金の支給基礎額を合算した額、法第19条に規定する委託費用の補償に要した費用の額並びに

法第20条第１項に規定する求償に対する支払いに要した費用の額（救助事務費の額を除く。

）の合計額をいう。 
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災害救助法（抜粋） 
〔昭和二十二年十月十八日号外法律第百十八号〕 

 
（目的） 

第一条 この法律は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、国が地方公共

団体、日本赤十字社その他の団体及び国民の協力の下に、応急的に、必要な救助を行い、災

害により被害を受け又は被害を受けるおそれのある者の保護と社会の秩序の保全を図るこ

とを目的とする。 
 
（救助の対象） 

第二条 この法律による救助（以下「救助」という。）は、この法律に別段の定めがある場合

を除き、都道府県知事が、政令で定める程度の災害が発生した市（特別区を含む。以下同じ。）

町村（第三項及び第十一条において「災害発生市町村」という。）の区域（地方自治法（昭

和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市（次条第二項において

「指定都市」という。）にあっては、当該市の区域又は当該市の区若しくは総合区の区域と

する。以下この条並びに次条第一項及び第二項において同じ。）内において当該災害により

被害を受け、現に救助を必要とする者に対して、これを行う。 
 
（都道府県知事等の努力義務） 

第三条 都道府県知事又は救助実施市の長（以下「都道府県知事等」という。）は、救助の万

全を期するため、常に、必要な計画の樹立、強力な救助組織の確立並びに労務、施設、設備、

物資及び資金の整備に努めなければならない。 
 
（救助の種類等） 

第四条 第二条第一項の規定による救助の種類は、次のとおりとする。 
一 避難所及び応急仮設住宅の供与 
二 炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給 
三 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 
四 医療及び助産 
五 被災者の救出 
六 被災した住宅の応急修理 
七 生業に必要な資金、器具又は資料の給与又は貸与 
八 学用品の給与 
九 埋葬 
十 前各号に規定するもののほか、政令で定めるもの 

２ 第二条第二項の規定による救助の種類は、避難所の供与とする。 
３ 救助は、都道府県知事等が必要があると認めた場合においては、前二項の規定にかかわら

ず、救助を要する者（埋葬については埋葬を行う者）に対し、金銭を支給してこれを行うこ

とができる。 
４ 救助の程度、方法及び期間に関し必要な事項は、政令で定める。 
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（事務処理の特例） 

第十三条 都道府県知事は、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、政令で定める

ところにより、その権限に属する救助の実施に関する事務の一部を災害発生市町村等の長が

行うこととすることができる。 
２ 前項の規定により災害発生市町村等の長が行う事務を除くほか、災害発生市町村等の長は、

都道府県知事が行う救助を補助するものとする。 
 
（繰替支弁） 

第三十条 都道府県知事は、第十三条第一項の規定により救助の実施に関するその権限に属す

る事務の一部を災害発生市町村等の長が行うこととした場合又は都道府県が救助に要する

費用を支弁するいとまがない場合においては、当該救助に係る災害発生市町村等に、救助の

実施に要する費用を一時繰替支弁させることができる。 
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災害救助法施行令（抜粋） 
〔昭和二十二年十月三十日政令第二百二十五号〕 

 
（災害の程度） 

第一条 災害救助法（昭和二十二年法律第百十八号。以下「法」という。）第二条第一項に規

定する政令で定める程度の災害は、次の各号のいずれかに該当する災害とする。 
一 当該市町村（特別区を含む。以下同じ。）の区域（地方自治法（昭和二十二年法律第六

十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市にあっては、当該市の区域又は当該市の

区若しくは総合区の区域とする。以下同じ。）内の人口に応じそれぞれ別表第一に定める

数以上の世帯の住家が滅失したこと。 
二 当該市町村の区域を包括する都道府県の区域内において、当該都道府県の区域内の人口

に応じそれぞれ別表第二に定める数以上の世帯の住家が滅失した場合であって、当該市町

村の区域内の人口に応じそれぞれ別表第三に定める数以上の世帯の住家が滅失したこと。 
三 当該市町村の区域を包括する都道府県の区域内において、当該都道府県の区域内の人口

に応じそれぞれ別表第四に定める数以上の世帯の住家が滅失したこと又は当該災害が隔

絶した地域に発生したものである等被災者の救護を著しく困難とする内閣府令で定める

特別の事情がある場合であって、多数の世帯の住家が滅失したこと。 
四 多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受けるおそれが生じた場合であって、内閣

府令で定める基準に該当すること。 
２ 前項第一号から第三号までに規定する住家が滅失した世帯の数の算定に当たっては、住家

が半壊し又は半焼する等著しく損傷した世帯は二世帯をもって、住家が床上浸水、土砂の堆

積等により一時的に居住することができない状態となった世帯は三世帯をもって、それぞれ

住家が滅失した一の世帯とみなす。 
 
（救助の種類） 

第二条 法第四条第一項第十号に規定する救助の種類は、次のとおりとする。 
一 死体の捜索及び処理 
二 災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著しい支障を及

ぼしているものの除去 
 
（救助の程度、方法及び期間） 

第三条 救助の程度、方法及び期間は、応急救助に必要な範囲内において、内閣総理大臣が定

める基準に従い、あらかじめ、都道府県知事又は救助実施市の長（以下「都道府県知事等」

という。）が、これを定める。 
２ 前項の内閣総理大臣が定める基準によっては救助の適切な実施が困難な場合には、都道府

県知事等は、内閣総理大臣に協議し、その同意を得た上で、救助の程度、方法及び期間を定

めることができる。
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別表第１ 

市町村の区域内の人口 住家が滅失した世帯の数 

５，０００人未満 ３０ 
５，０００人以上    １５，０００人未満 ４０ 

１５，０００人以上    ３０，０００人未満 ５０ 
３０，０００人以上    ５０，０００人未満 ６０ 
５０，０００人以上   １００，０００人未満 ８０ 

１００，０００人以上   ３００，０００人未満 １００ 
３００，０００人以上 １５０ 

  
別表第２ 

都道府県の区域内の人口 住家が滅失した世帯の数 

１，０００，０００人未満 １，０００ 
１，０００，０００人以上 ２，０００，０００人未満 １，５００ 
２，０００，０００人以上 ３，０００，０００人未満 ２，０００ 
３，０００，０００人以上 ２，５００ 

 
 別表第３ 

市町村の区域内の人口 住家が滅失した世帯の数 

５，０００人未満 １５ 
５，０００人以上    １５，０００人未満 ２０ 

１５，０００人以上    ３０，０００人未満 ２５ 
３０，０００人以上    ５０，０００人未満 ３０ 
５０，０００人以上   １００，０００人未満 ４０ 

１００，０００人以上   ３００，０００人未満  ５０ 
３００，０００人以上  ７５ 

 
 別表第４ 

都道府県の区域内の人口 住家が滅失した世帯の数 

１，０００，０００人未満 ５，０００ 
１，０００，０００人以上 ２，０００，０００人未満 ７，０００ 
２，０００，０００人以上 ３，０００，０００人未満 ９，０００ 
３，０００，０００人以上 １２，０００ 
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災害救助法施行令第一条第一項第三号の内閣府令で定める特別の事情等

を定める内閣府令（抜粋） 
〔平成二十五年十月一日号外内閣府令第六十八号〕 

 
（令第一条第一項第三号の内閣府令で定める特別の事情） 

第一条 災害救助法施行令（以下「令」という。）第一条第一項第三号に規定する内閣府令で

定める特別の事情は、被災者に対する食品若しくは生活必需品の給与等について特殊の補給

方法を必要とし、又は被災者の救出について特殊の技術を必要とすることとする。 
 

（令第一条第一項第四号の内閣府令で定める基準） 
第二条 令第一条第一項第四号に規定する内閣府令で定める基準は、次の各号のいずれかに該

当することとする。 
一 災害が発生し、又は発生するおそれのある地域に所在する多数の者が、避難して継続的

に救助を必要とすること。 
二 被災者に対する食品若しくは生活必需品の給与等について特殊の補給方法を必要とし、

又は被災者の救出について特殊の技術を必要とすること。 
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    指定避難所一覧（令和５年11月現在） 

◆学校については屋内運動場を指定避難所としている。 

◆表内「※1」は想定最大規模降雨時における御笠川洪水浸水想定区域内に位置することを示し、2階のみ避難可とする。 

「※2」については、土砂災害警戒区域内に位置することを示し、土砂災害のおそれがある場合は、2階を使用する。 

 

名 称 所在地 
収容可能
面積（㎡） 

室数 
収容可能人員

(人) 
1人当り 
3.0㎡ 

電話番号 

災害種別 

小
部
屋 

ホ
ー
ル 

屋
内
運
動
場 

地震 

洪水 内水 

土砂災害 

L1 L2 L1 L2 

        

 

 

 

  

北     

地

区

コ

ミ

ュ

ニ

テ

ィ   

上筒井公民館 筒井3-8-1 244.5 4 1 81 571-4116 ○ ○ 
1階 ×※1 

○ ○ ○ 
2階 ○ 

下筒井公民館 筒井1-7-1 263.7 4 1 87 571-4115 ○ ○ 
1階 ×※1 

○ 
1階 ×※1 

○ 
2階 ○ 2階 ○ 

山田公民館 山田4-13-17 225.9 3 1 75 571-4386 ○ ○ 
1階 ×※1 

○ ○ ○ 
2階 ○ 

雑餉隈町公民館 雑餉隈町3-3-7 187.5 3 1 62 591-6074 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

栄町公民館 栄町1-1-11 161.0 3 1 53 572-8665 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

仲島公民館 仲畑4-21-1 205.2 3 1 68 572-1147 ○ 
1階 ×※1 1階 ×※1 

○ 
1階 ×※1 

○ 
2階 ○ 2階 ○ 2階 ○ 

畑詰公民館 仲畑2-9-12 149.7 4 1 49 571-0460 ○ 
1階 ×※1 1階 ×※1 

○ ○ ○ 
2階 ○ 2階 ○ 

北ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 御笠川1-17-1 1,325.5 4 2 441 513-0099 ○ ○ 
1階 ×※1 1階 ×※1 1階 ×※1 

○ 
2階 ○ 2階 ○ 2階 ○ 

大野北小学校 山田4-17-1 625.8 0 1 208 581-1501 ○ 
1階 ×※1 1階 ×※1 1階 ×※1 1階 ×※1 

○ 
2階 ○ 2階 ○ 2階 ○ 2階 ○ 

御笠の森小学校 御笠川1-7-1 530.0 0 1 176 504-1431 ○ 
1階 ×※1 1階 ×※1 1階 ×※1 1階 ×※1 

○ 
2階 ○ 2階 ○ 2階 ○ 2階 ○ 

青少年の居場所 筒井2-2-2 150.8 3 1 50 580-1811 ○ ○ 
1階 ×※1 

○ 
1階 ×※1 

○ 
2階 ○ 2階 ○ 
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名 称 所在地 
収容可能
面積（㎡） 

室数 
収容可能人員

(人) 
1人当り 
3.0㎡ 

電話番号 

災害種別 

小
部
屋 

ホ
ー
ル 

屋
内
運
動
場 

地震 

洪水 内水 

土砂災害 

L1 L2 L1 L2 

      

 

 

 

 

 

 

東

地

区

コ

ミ

ュ

ニ

テ

ィ 

釜蓋公民館 大城4-9-5 238.0 4 1 79 503-0022 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

井の口公民館 大城1-25-1 180.9 3 2 60 503-5384 ○ ○ ○ 
1階 ×※1 1階 ×※1 

○ 
2階 ○ 2階 ○ 

中公民館 川久保1-7-1 193.0 3 1 64 504-0258 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

乙金公民館 乙金2-5-18 268.9 5 1 89 504-1870 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

乙金台公民館 乙金台2-17-3 214.1 4 1 71 503-9793 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

乙金東公民館 乙金東3-5-43 160.0 2 1 53 503-8812 ○ ○ ○ ○ ○ 
1階 ×※2 

2階 ○ 

大池公民館 大池2-2-2 226.2 4 1 75 504-1386 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

中集会所 中1-6-21 80.48 0 1 26 504-7321 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

東ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 大池2-2-1 1,427.5 6 2 475 504-1428 ○ ○ ○ 
1階 ×※1 1階 ×※1 

○ 
2階 ○ 2階 ○ 

大野東小学校 乙金1-18-1 567.0 0 1 189 503-7160 ○ ○ ○ 
1階 ×※1 1階 ×※1 

○ 
2階 ○ 2階 ○ 

大城小学校 大城3-29-1 540.0 0 1 180 503-6332 ○ ○ ○ 
1階 ×※1 1階 ×※1 

○ 
2階 ○ 2階 ○ 

大野東中学校 乙金台2-5-1 1,574.2 0 2 524 503-5101 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

御陵中学校 中1-20-1 1,616.6 0 2 538 503-2901 ○ ○ ○ ○ 
1階 ×※1 1階 ×※2 

2階 ○ 2階 ○ 

総合体育館 大字乙金618-12 2,192.9 3 3 731 503-0021 ○ ○ ○ ○ ○ 
1階 ×※2 

2階 ○ 
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名 称 所在地 
収容可能
面積（㎡） 

室数 
収容可能人員

(人) 
1人当り 
3.0㎡ 

電話番号 

災害種別 

小
部
屋 

ホ
ー
ル 

屋
内
運
動
場 

地震 

洪水 内水 

土砂災害 

L1 L2 L1 L2 

                                             

 

 

 

 

 

 

中

央

地

区

コ

ミ

ュ

ニ

テ

ィ 

上大利公民館 上大利2-18-1 268.5 3 1 91 596-4686 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

下大利公民館 下大利2-10-10 145.7 2 1 48 571-6367 ○ ○ ○ ○ 
1階 ×※1 

○ 
2階 ○ 

東大利公民館 東大利1-12-5 231.4 4 1 77 591-8943 ○ ○ 
1階 ×※1 

○ ○ ○ 
2階 ○ 

下大利団地公民館 下大利団地4-2 214.0 4 1 71 573-8440 ○ 
1階 ×※1 1階 ×※1 

○ 
1階 ×※1 

○ 
2階 ○ 2階 ○ 2階 ○ 

白木原公民館 白木原1-5-5 315.0 5 1 105 571-4403 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

瓦田公民館 瓦田3-1-1 169.7 3 1 56 571-4453 ○ ○ 
1階 ×※1 

○ 
1階 ×※1 

○ 
2階 ○ 2階 ○ 

中大利公民館 

（R6年4月から） 
中央1-2-15 153.28 2 1 51 571-4322 ○ ○ ○ ○ 

1階 ×※1 
○ 

2階 ○ 

白木原集会所 白木原4-5-26 144.8 2 1 48 584-3422 ○ ○ 1階 ×※1 
○ ○ ○ 

2階 ○ 

瑞穂町集会所 瑞穂町2-2-26 114.6 2 1 38 212-9647 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
中央ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 中央1-5-1 1,304.4 4 2 434 573-3127 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

大野小学校 瓦田3-2-1 530.0 0 1 177 581-1027 ○ ○ 
1階 ×※1 

○ 
1階 ×※1 

○ 
2階 ○ 2階 ○ 

大利小学校 上大利1-7-1 513.0 0 1 171 596-3092 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

下大利小学校 東大利4-8-1 540.0 0 1 180 501-8722 ○ ○ 
1階 ×※1 

○ ○ ○ 
2階 ○ 

大野中学校 白木原3-11-1 1,410.8 0 2 470 581-0153 ○ ○ ○ ○ 
1階 ×※1 

○ 
2階 ○ 

大利中学校 上大利1-6-1 1,427.7 0 2 475 596-2911 ○ ○ ○ ○ 
1階 ×※1 

○ 
2階 ○ 

大野城まどかぴあ 曙町2-3-1 1,554.1 19 2 518 586-4000 ○ ○ ○ ○ 1階 ×※1 
○ 

2階 ○ 

すこやか交流プラザ 瓦田4-2-1 795.6 9 1 265 501-2222 ○ 1階 ×※1 1階 ×※1 1階 ×※1 1階 ×※1 
○ 

2階 ○ 2階 ○ 2階 ○ 2階 ○ 
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名 称 所在地 
収容可能面
積（㎡） 

室数 

収容可能
人員(人) 
1人当り 
3.0㎡ 

電話番号 

災害種別 

小
部
屋 

ホ
ー
ル 

屋
内
運
動
場 

地震 

洪水 内水 

土砂災害 

L1 L2 L1 L2 

 

 

 

 

 

 

南

地

区

コ 

ミ

ュ

ニ

テ

ィ 

牛頸公民館 大字牛頸1357-5 247.8 4 1 82 596-3513 ○ ○ ○ ○ 
1階 ×※1 

○ 
2階 ○ 

平野台公民館 平野台1-20-7 198.0 4 1 66 596-3539 ○ ○ ○ ○ 1階 ×※1 1階 ×※2 

2階 ○ 2階 ○ 

月の浦公民館 月の浦3-24-6 194.0 4 1 63 595-7147 ○ ○ ○ ○ 
1階 ×※1 

○ 
2階 ○ 

南ケ丘１区公民館 南ケ丘2-19-1 211.1 3 1 70 596-3108 ○ ○ ○ ○ 
1階 ×※1 

○ 
2階 ○ 

南ケ丘２区公民館 南ケ丘4-17-1 233.3 4 1 77 596-3501 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

つつじケ丘公民館 つつじケ丘3-1-30 162.0 3 1 54 596-0027 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

若草公民館 若草2-6-23 255.8 3 1 85 596-0065 ○ ○ ○ ○ 
1階 ×※1 

○ 
2階 ○ 

いこいの里 大字牛頸2472-62 159.9 5 1 53 596-3455 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

南ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 南ケ丘5-9-1 1,361.5 7 2 453 596-0686 ○ ○ ○ 
1階 ×※1 1階 ×※1 

○ 
2階 ○ 2階 ○ 

大野南小学校 南ケ丘4-18-1 495.0 0 1 165 596-1223 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

平野小学校 横峰2-4-1 559.1 0 1 186 596-5711 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

月の浦小学校 月の浦3-22-1 518.7 0 1 172 595-6776 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

平野中学校 つつじケ丘4-1-1 1,410.0 0 2 470 596-6501 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 



 ■避難所位置図 
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福祉避難所選定基準 

■福祉避難所として利用可能な施設と留意点 

利用可能施設 選定にあたっての留意点 

老人福祉施設（デイサービス

センター、小規模多機能施設

等）、障害者支援施設等の施

設（公共・民間）、保健セン

ター 

・ 社会福祉施設のうち、入所施設については、物資・器材、

人材が整っているため、災害時において福祉避難所として

機能することが可能であるが、福祉避難所として要配慮者

を受け入れることによって、本来の入所者の処遇に何らか

の支障を来たす可能性もある。 
・ デイサービスセンター等通所施設についても、災害時にお

いて福祉避難所として機能することが可能であるが、時間

経過に伴って復旧・復興が進むと、本来の機能に戻さなけ

ればならず、避難が長期化するような場合には、当該施設

本来の機能に何らかの支障を来たす可能性もある。 
指定避難所（小・中学校、公

民館等） 
・ 小・中学校や公民館等の場合は、器材の準備や人材の確保

などで立ち上げに時間がかかってしまうという短所があ

る。 
宿泊施設（公共・民間） ・ 宿泊施設の場合についても、宿泊機能は既に確保されてい

るものの、福祉サービスを提供する人材の確保・派遣に何

らかの支障を来たす可能性もある。 
 
■福祉避難所の指定の要件 

着眼点 指定の要件 

施設自体の安全性 ・ 原則として、耐震、耐火構造の建築物であること。 

・ 原則として、土砂災害危険箇所区域外であること。 

・ 浸水履歴や浸水予測等を踏まえ、浸水した場合であっても、一定

期間、要配慮者の避難生活のための空間を確保できること。 

・ 近隣に危険物を取り扱う施設等がないこと。 

施設内の安全性 ・ 原則として、バリアフリー化されていること。 

・ バリアフリー化されていない施設を指定する場合は、障害者用ト

イレやスロープ等設備の設置、物資器材の備蓄を図ることを前提

とすること。 

避難スペースの有無 ・ 要配慮者の特性を踏まえ、避難生活に必要な空間を確保できるこ

と。 

参考：福祉避難所設置・運営に関するガイドライン（平成 20 年 6 月）厚生労働省 
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福祉避難所一覧 

（令和５年 12月 現在） 

名 称 所 在 

収容スペース 部屋数 

１階 ２階 ３階 合計 
小
部
屋 

ホ
ー
ル 

北ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 御笠川 1-17-1 1115.0 210.5 ― 1325.5 4 2 

東ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 大池 2-2-1 1150.0 277.5 ― 1427.5 ５ 2 

中央ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 中央 1-5-1 1112.5 191.9 ― 1304.4 4 2 

南ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 南ケ丘 5-9-1 1085.9 275.6 ― 1361.5 7 2 

すこやか交流プラザ 瓦田 4-2-1 ― 300.5 495.1 795.6 9 1 

 

協定福祉避難所一覧 

（平成２７年１２月現在） 

＜本市における福祉避難所指定の考え方＞ 

 

 

 

 

 

 

【公共施設】 

名称 項目 内容 

福岡県職員研修所 

福岡県市町村職員研修所 

所在地 大野城市大字乙金８番１ 

協定年月 平成 25 年 2 月 

協定先 
福岡県職員研修所 

福岡県自治振興組合 

指定承諾箇所 
宿泊棟宿泊室 264 名分他 

（県 146 人・市町村 118 人） 

 

 

①  各コミュニティセンター及びすこやか交流プラザの施設の一部を避

難している災害時要配慮者の状況により福祉避難所として開設する。 

② 市内社会福祉施設と協定の締結を推進し、福祉避難所の拡充を図る。 
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【協定社会福祉施設】 

名称 所在地 電話番号 申請（開設）者 協定年月 

特別養護老人ホーム 

悠生園 
中 2-5-5 504-1000 社会福祉法人悠生会 平成25年12月 

介護老人保健施設  

くすの郷 
乙金東 2-17-3 504-2555 医療法人同仁会 平成25年12月 

介護老人保健施設  

カトレア 
南大利 2-7-1 595-6101 特定医療法人社団三光会 平成25年12月 

ラ・ナシカ おとがな 乙金 1-4-3 503-1177 株式会社シダー 平成25年12月 

のいえ大野城南 牛頸 4-5-3 589-1820 株式会社のいえ 平成25年12月 

有料老人ホーム  

木もれ日の館 
東大利 3-11-22 593-2300 

株式会社裕生堂 

平成25年12月 

グループホーム  

陽だまり倶楽部東大利 
東大利 3-11-28 589-5678 平成25年12月 

グループホーム  

陽だまり倶楽部 
南ケ丘 2-1-12 596-5000 平成25年12月 

ヒューマンライフケア 

大野城の宿 
中 3-1-37 504-7880 

ヒューマンライフケア 

株式会社 
平成25年12月 

グループホーム  

宝満ラポール 大野城 
仲畑 4-19-10 558-9558 社会福祉法人宝満福祉会 平成25年12月 

グループホーム  

我楽 
乙金台 1-11-31 504-0831 株式会社データベース 平成25年12月 

グループホーム  

さわやかテラス大野城中央 
中央 2-5-19 501-0352 

株式会社 

ウェルフェアネット 

平成25年12月 

グループホーム  

さわやかテラス大野城 
牛頸 4-5-29 513-7511 平成25年12月 

障害者支援施設まどか園 大字瓦田 127-48 504-6537 社会福祉法人慶和会 平成 27年 1月 

はまゆうワークセンター 

大野城 
大城 5-28-3 

513-0337 社会福祉法人さつき会 
平成 27年 1月 

パルテールはまゆう 大城 5-28-9 平成 27年 1月 

グループホーム 

オリーブ 
筒井 1-17-29 585-3020 社会福祉法人仁風会 平成27年12月 

 



■備蓄品一覧：山田多目的倉庫（大野城市山田）

資機材名 数量 資機材名 数量 資機材名 数量 資機材名 数量

瓦田浄水場 4,500ℓ ロール式アルミマット 347枚 炊き出し用かまどセット 6台 ブルーシート　3.6*5.4 130枚

水（２ℓ）５年保存 2,640ℓ ペーパータオル（１束200枚） 300束 ガス炊飯器（5升） 3台 ブルーシート　5.4*5.4 120枚

アルファ化米 2,480袋 紙コップ 20,060個 大鍋 2個 ブルーシート　5.4*5.4（オレンジ） 4枚

米（１袋５ｋｇ） 675ｋｇ 紙皿 10,630枚 しゃもじ 5個 ブルーシート7.2*9 1枚

アレルギー対策レトルト食品 250袋 紙ボウル 3,250枚 雪平鍋 10個 ブルーシート10*10 20枚

レトルト（ハンバーグ） 2,143食 割り箸 76,325膳 両手鍋 5個 土のう袋 4,400枚

レトルト（筑前煮） 2,079食 　 使い捨てスプーン 3,875本 おたま 10個 ハザードマップ（L1・L2） 6,500枚

レトルト（サバ） 2,081食 大人用紙おむつ（M） 968枚 おたま（穴あき） 5個 ゴミ袋（可燃） 615枚

パン（チョコレート） 749袋 大人用紙おむつ（L） 456枚 菜ばし 5組 ゴミ袋（ビン・缶） 2,390枚

パン（ブルーべリー） 821袋 幼児用紙オムツ（M） 1,134枚 カセットコンロ 36台 ゴミ袋（ペットボトル・白色トレー） 1,400枚

パン（ミルクブレッド） 776袋 幼児用紙オムツ（L） 776枚 カセットボンベ 244本 防災訓練用　倒壊家屋 1セット

保存用パン（７年保存） 470袋 生理用品 2,328枚 リヤカー 6台 ボンベ運搬車 1台

栄養補給食品（顆粒） 300包 マスク（大人用） 1,550枚 布担架 5台

哺乳瓶　250ml 15本 マスク（子ども用） 770枚 一輪車（ネコ） 2台

哺乳瓶　250ml（使い捨て） 48本 歯ブラシ 1,900袋 カーバッテリー充電器 1台

液体ミルク（缶）　240ml 48缶 軍手 563双 電池（単1） 958個

アレルギー対策粉ミルク800ｇ 2缶 トラロープ 9巻 電池（単2） 632個

毛布 1,602枚 発電機 5機 電池（単3） 410個

やかん　8ℓ 10個 簡易ベッド（LOGOS） 16個 電池（単4） 320個

やかん　2ℓ 12個 簡易ベッド（折りたたみ） 15個 アイマット 38個

折り畳み式ポリタンク　20ℓ 74個 パーテーション 96組 段ボールベッド 5個

ポリタンク　20ℓ 25個 プライベートルーム 17張 鎌 8個

給水袋　6ℓ 8,078枚 簡易トイレ（身障者用） 3機 ナタ 3個

折り畳みコンテナ 13個 簡易トイレ（災害用簡易） 20機 パレット 7個

ランタンライト 158個 簡易トイレ（ダンボール製） 17機 ビニールカーテン 25枚

懐中電灯 99本 簡易トイレ（2層式水洗） 10機 ビニールロール 2箱

ラジオ 30個 簡易トイレ（現場トイレ） 3機 浄水器 15個

救急セット 15セット 簡易トイレ（処理パック） 2,000個 赤十字タオルセット 80セット

タオル 4,950枚 トイレ用テント 34張 プランター 12個

折り畳み式アルミマット 404枚 コードリール 5個 ブルーシート　3.6*3.6 45枚

2
-
3
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大野城市備蓄品 大野城市備蓄品 大野城市備蓄品 大野城市備蓄品

R5.8月現在
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福岡県の備蓄状況（食料・生活必需品・医薬品） 
 

１ 食糧（福祉総務課） 

平成７年６月、県内９業者と締結した食料供給協力協定等により、災害時における供給に備える。 

品 目 供給可能食数 供給業者 

おにぎり ２０，０００ ４ 

パン  ３３９，０００ ５ 

弁当  ２，０００ １ 

飲料水  １１，２４０ ４ 

お茶、ジュース類  ２０，５６０ ３ 

カップ麺類、レトルト食品、 

栄養補助食品 
１６，０００ ２ 

ソフトパン  ４３，２４０ 県備蓄 

おかゆ ３，８１０ 県備蓄 

副食缶詰 ４７，００８ 県備蓄 

※供給可能食数は、災害発生のタイミング等により変動する 

 

２ 生活必需品等 

（１）福祉総務課 

県消防学校ほか６拠点に以下の災害救助物資を備蓄している。 

品 目 数 量 品 目 数 量 

毛布 ５，０７２枚 紙おむつ（小児用） ６，０６０枚 

タオル １４，０００枚 紙おむつ（大人用） ５，５６８枚 

ジャージ ４，７００組 尿取りパッド ５，７６０個 

下着 ４，７００組 生理用品 ２２，２００枚 

給水袋 １５，７００枚 簡易トイレ（便袋） ２５，０００枚 

食器セット １５，７８９セット ブルーシート １，９１０枚 

缶切り
 ３，０００個   

（２）防災企画課  令和４年 11 月 11 日現在 

品 目 数 量 品 目 数 量 

仮設トイレ ７０台 介護ベッド ２台 

簡易トイレ（大） ６０台 浄 水 器 １台 

簡易トイレ（小） ６０台 マ ス ク １４１，０００枚 

発 電 機 ６０台 消 毒 液 １，９００リットル 

投 光 器 ６０台 体温計（非接触型） ９４０台 

エアテント ６台 ダ ス タ ー ２２，４００枚 

ﾊﾟｰﾃｰｼｮﾝ（屋根有） １８２台 使 い 捨 て 手 袋 ４５，０００枚 

ﾊﾟｰﾃｰｼｮﾝ（屋根無） ６０台 感染防護服 ５，６００枚 

段 ボ ー ル ベ ッ ド ８２台 フェイスシールド ２，０００枚 
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３ 医薬品等（薬務課） 

【緊急医薬品等セット概要 ２万人分の内容】 

区 分 品 名 備蓄方法 品目数 備蓄先 

診療創傷 

セット 

縫合糸、縫合針、手術用手袋等 流通 ４ 

５６ 

医療機器 

協会会員 

血圧計、携帯型心電計、聴診器 
外科尖刀、止血紺子、紺子立等 

保管 ５２ 

蘇生気管 

セット 

口腔吸引チューブ、 
気管切開チューブ等 

流通 ６ 
２３ 

手動式蘇生器、自動蘇生器等 
鼻鏡、咽頭鏡等 

保管 １７ 

衛生材料 

セット 

減菌ガーゼ、注射器、包帯等 流通 １４ 
２１ 

医薬品卸業 
皮膚用鉛筆、石鹸等 保管 ７ 

事務用品 
セット 

筆記用具等 保管 ３２ ３２ 

医薬品 抗生物質、消毒剤、解熱鎮痛剤等 流通 ７２ ７２ 

合 計   ２０４  

 


